
事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

人権教育については、平成１２年に「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」が成立しており、同法を受け、平成
１４年に閣議決定された「人権教育・啓発に関する基本計画」では、学校における指導方法の改善を図るための調査研
究等を行うこととしている。このため、推進地域・指定校の指定による実践的な研究、及び国レベルにおける指導方法
の在り方等に関する調査研究・普及の事業を行い、人権教育の一層の推進を図る。

執行率 71% 67% 62%

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

メニュー１：人権教育総合推進地域
　学校、家庭、地域社会が一体となった教育上の総合的な取組を都道府県教育委員会との連携・協力の下で推進し、
基本的人権尊重の精神を高め、一人一人を大切にした教育の充実に資することを目的として、実践的な研究を委嘱。
メニュー２：人権教育研究指定校
　学校における人権教育に関する指導方法の改善及び充実に資することを目的として、モデル校を指定し、実践的な研
究を委嘱する。
メニュー３：人権教育の指導方法の在り方等に関する調査研究
　人権教育に関する事業等の実践・成果を踏まえ、学校における人権教育に関する指導方法等の在り方等について調
査研究を行い、その成果の普及を図る。

事業番号 0074

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(文部科学省)

予算事業名 作成責任者
事業開始

年度
平成９年度

会計区分

補
　
記

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

見直しの
余地

１．事業評価の観点：この事業は、人権教育について、推進地域・指定校の指定による実践的な研究、及び国レベルにおける指導
方法の在り方等についての調査研究を行い、その成果や課題を全国に普及するモデル事業であり、長期継続事業の観点から検
証を行った。
２．所　　　　　見：平成9年度以降長期に継続している事業であり、また、平成12年に「人権教育及び人権啓発の推進に関する法
律」、平成14年に閣議決定された「人権教育・啓発に関する基本計画」に基づき、引き続き人権教育の推進を図る必要があるが、
今後は、これまでの事業の成果の検証を行うことにより、予算を縮減すべきである。

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

　
　平成２２年度においては、執行状況等を踏まえ、予算削減を行い、効果的な予算の執行を進めていく。

135 125

22年度 23年度要求

メニュー１：人権教育総合推進地域　都道府県全２９機関
メニュー２：人権教育研究指定校　都道府県全３８機関
メニュー３：人権教育の指導教育の指導方法等に関する調査研究

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）

102177 202

19年度 20年度 21年度

執行額 126

　各自治体より提出された事業計画書及び事業報告書等により審査を行い、支出先・使途を把握し、国費の使用状況
や事業目的との整合性について確認を行っている。

総事業費(執行ベース) 126

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

人権教育開発事業

初等中等教育局

一般会計

担当部局庁

豊かな心の育成

関係する計
画、通知等

－
人権教育・啓発に関する基本計画

教育振興基本計画

担当課室 児童生徒課

予算額(補正後）

上位政策

児童生徒課長
磯谷　桂介

201 114

135 125



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)
(単位:百万円)

文部科学省

１２５百万円

本省執行　８百万円
　　諸謝金　　　　　１百万円
　　委員等旅費　　２百万円　含む
　　教職員研修費 ５百万円

Ｂ．都道府県全38機関
36百万円

人権教育研究指定校の実施

Ａ．都道府県全29機関
81百万円

人権教育総合推進地域の実施

人権教育総合推進地域、人権教育研究指定校及び
人権教育の指導教育の指導方法等に関する調査
研究の実施

【委嘱】

【委嘱】



借損料 会場、バス借り上げ 0.2

消耗品費 ファイル、コピー用紙等 3.7

A.福岡県 E.

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

委員等旅費 講師旅費等 1.3

諸謝金 講師謝金等 4.1

図書購入費 教材等 0.1

印刷製本費 報告書 0.1

0計 9.5 計

1.8

B.大阪府 F.

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

委員等旅費 講師旅費等 0.6

諸謝金 講師謝金等

印刷製本費 報告書、会議資料 0.6

消耗品費 ファイル、コピー用紙等 0.6

0

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ

れている者につ
いて記載する。
使途と費目の
双方で実情が
分かるように記

載）

計 3.6 計

C. G.

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

金 額
(百万円）

費　目

0

D. H.

計 0 計

使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

0計 0 計



参考１

事業名：Ａ．人権教育総合推進地域

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10
・
・
・

合計

事業名：Ｂ．人権教育開発事業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10
・
・
・

合計

その他 28.7

その他 15.4

栃木県 1.2

愛媛県 1.6

島根県 1.3

36

滋賀県 1.2

高知県 1.2

福岡県 2.7

徳島県 1.7

広島県 3.1

東京都 3.0

支出先 支出額（百万円）

大阪府 3.6

81

徳島県

香川県

東京都

4.2

4.1

3.7

2.8愛知県

4.8

支出先 支出額（百万円）

大阪府

栃木県

4.7

「複数支出先ブロック」の支出先一覧（上位１０機関）

福岡県

三重県

4.8埼玉県

兵庫県

9.5

7.0

6.7
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